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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一方向に延びるシャフトと、
　組織に押し当てられても形状を保持できる程度の剛性を有する棒状または帯状の組織押
し込み部と、
　前記組織押し込み部によって前記組織を線状に押圧して内反状態を維持できるように、
前記組織押し込み部を前記シャフトの軸線まわりの全方向に屈曲可能に構成され、前記シ
ャフトと前記組織押し込み部との間に設けられた受動屈曲部と、
　を備える組織押し込み具。
【請求項２】
　前記受動屈曲部がボールジョイントからなる、請求項１に記載の組織押し込み具。
【請求項３】
　前記受動屈曲部が弾性体からなる、請求項１に記載の組織押し込み具。
【請求項４】
　前記組織押し込み部は、前記受動屈曲部よりも先端側において前記シャフトに対する向
きを変更可能に構成されている、請求項１から３のいずれか一項に記載の組織押し込み具
。
【請求項５】
　前記組織押し込み部は、前記受動屈曲部よりも先端側にラチェットを有する、請求項４
に記載の組織押し込み具。
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【請求項６】
　前記組織押し込み部の前記シャフトに対する向きの可変範囲を規定するストッパーをさ
らに備える、請求項４または５に記載の組織押し込み具。
【請求項７】
　前記組織押し込み部は、前記シャフトに対する向きを能動的に変更可能に構成されてい
る、請求項４に記載の組織押し込み具。
【請求項８】
　前記組織押し込み部は、先端部に曲面を有する曲げ部を有する、請求項１に記載の組織
押し込み具。
【請求項９】
　前記組織押し込み部は、少なくとも前記組織と接触する部位が生分解性材料からなる、
請求項１に記載の組織押し込み具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、体腔内で組織を押し込む際に使用する組織押し込み具に関する。
　本願は、２０１５年４月２０日に、日本に出願された特願２０１５－０８６２４７号に
基づき優先権を主張し、その内容をここに援用する。
【背景技術】
【０００２】
　消化管等の管腔臓器の一部を切除する方法として、腹部を大きく切開する開腹によるも
のと、内視鏡等を用いて腹部を切開せずに行うものとが知られている。
　開腹する方法は、広範囲の切除も容易に行える半面、患者に与える侵襲が大きい。一方
、内視鏡を用いた方法は、患者に与える侵襲が小さい反面、切除可能な病変の大きさに限
りがある。
【０００３】
　上述したように、開腹する方法、および内視鏡等を用いた方法のいずれにも弱点がある
。したがって、内視鏡等を用いた方法よりも広い範囲を切除でき、かつ開腹する方法より
も患者に与える侵襲が小さい組織の切除方法が求められている。これに関連して、非特許
文献１には、自然開口から導入した医療機器と腹腔内に導入した医療機器とを協働させて
行う術式が提案されている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】日本外科学会雑誌　ｖｏｌ．１１５，Ｎｏ．２，１０２－１０４
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、非特許文献１に記載の術式は、胃壁を腹壁に係止して吊り上げる等、高
度な技術を必要とするため、一般的ではない。
　他の方法として、腹腔内に導入した鉗子で管腔臓器を押し込み、管腔臓器内に導入した
医療機器で対象組織に切除等を行うことが提案されている。しかし、詳細は後述するが、
一部の管腔臓器においては、腹腔内に導入した鉗子では押し込みにくい部位が存在するた
め、手技の実行が難しい場合がある。
【０００６】
　上記事情を踏まえ、本発明は、病変の位置に関係なく好適に組織を押し込むことができ
る組織押し込み具を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の第１態様によれば、組織押し込み具は、一方向に延びるシャフトと、組織に押
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し当てられても形状を保持できる程度の剛性を有する棒状または帯状の組織押し込み部と
、前記組織押し込み部によって前記組織を線状に押圧して内反状態を維持できるように、
前記組織押し込み部を前記シャフトの軸線まわりの全方向に屈曲可能に構成され、前記シ
ャフトと前記組織押し込み部との間に設けられた受動屈曲部とを備える。
【０００８】
　本発明の第２態様によれば、第１態様の組織押し込み具において、前記受動屈曲部は、
ボールジョイントからなるものでもよい。
　本発明の第３態様によれば、第１態様の組織押し込み具において、前記受動屈曲部は、
弾性体からなるものでもよい。
【０００９】
　本発明の第４態様によれば、第１態様から第３態様のいずれか１つの組織押し込み具に
おいて、前記組織押し込み部は、前記受動屈曲部よりも先端側において前記シャフトに対
する向きを変更可能に構成されてもよい。
　本発明の第５態様によれば、第４態様の組織押し込み具において、前記組織押し込み部
は、前記受動屈曲部よりも先端側にラチェットを有してもよい。
　本発明の第６態様によれば、第４態様または第５態様の組織押し込み具において、前記
組織押し込み部の前記シャフトに対する向きの可変範囲を規定するストッパーをさらに備
えてもよい。
　本発明の第７態様によれば、第４態様の組織押し込み具において、前記組織押し込み部
は、前記シャフトに対する向きを能動的に変更可能に構成されてもよい。
【００１０】
　本発明の第８態様によれば、第１態様の組織押し込み具において、前記組織押し込み部
は、先端部に曲面を有する曲げ部を有してもよい。
【００１１】
　本発明の第９態様によれば、第１態様の組織押し込み具において、前記組織押し込み部
は、少なくとも前記組織と接触する部位が生分解性材料からなるものでもよい。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の組織押し込み具によれば、病変の位置に関係なく好適に組織を押し込むことが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の参考例に係る組織切除方法における第一ステップの一例を示す図である
。
【図２】本発明の参考例に係る組織切除方法に用いられる組織押し込み具を示す図である
。
【図３】本発明の参考例に係る組織切除方法における第二ステップの一例を示す図である
。
【図４】本発明の参考例に係る組織切除方法における第二ステップにおいて、内反された
切除対象組織を示す図である。
【図５】本発明の参考例に係る組織切除方法における第三ステップの一例を示す図である
。
【図６】本発明の参考例の変形例に係る組織押し込み具を示す図である。
【図７】本発明の参考例の変形例に係る組織押し込み具を用いた第二ステップの一例を示
す図である。
【図８】ヒトの大腸を模式的に示す図である。
【図９】本発明の第一実施形態に係る組織押し込み具を示す図である。
【図１０】本発明の第一実施形態に係る組織押し込み具の使用時の一過程を示す図である
。
【図１１】本発明の第一実施形態に係る組織押し込み具の使用時の一過程を示す図である
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。
【図１２】本発明の第一実施形態に係る組織押し込み具と切除吻合装置との位置関係の一
例を示す図である。
【図１３】図１２の組織押し込み具と切除吻合装置との位置関係が補正される動作を示す
図である。
【図１４】本発明の第二実施形態に係る組織押し込み具を示す図である。
【図１５】本発明の第二実施形態の変形例に係る組織押し込み具を一部破断して示す図で
ある。
【図１６】本発明の第三実施形態に係る組織押し込み具を一部断面で示す図である。
【図１７】本発明の第三実施形態の変形例に係る組織押し込み具を一部断面で示す図であ
る。
【図１８】本発明の第三実施形態の変形例に係る組織押し込み具を示す断面図である。
【図１９】本発明の第三実施形態の変形例に係る組織押し込み具を一部断面で示す図であ
る。
【図２０】図１９の組織押し込み具の使用時の一過程を示す図である。
【図２１】本発明の変形例の組織押し込み具に対応した切除吻合装置の部分拡大図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　（参考例：組織切除方法）
　まず、本発明の組織押し込み具を用いて行う組織切除方法の概要について、図１から図
７を参照して説明する。以下、管腔臓器である大腸を対象として、病変部を含む一定の領
域の組織を全層にわたって切除する場合を例にとり、本発明の参考例に係る組織切除方法
を説明する。
　以下の説明では、切除対象組織に対して大腸の内腔側からアプローチする術者を第一術
者、切除対象組織に対して腹腔（体腔）側からアプローチする術者を第二術者と称する。
【００１５】
　図１は、参考例に係る組織切除方法における第一ステップの一例を示す図である。まず
、第一術者は、図１に示すように、内視鏡Ｅｓ等の観察手段を大腸Ｃｌ内に導入し、観察
手段で大腸Ｃｌ内を観察して切除対象組織Ｔの位置および範囲を特定する（第一ステップ
）。
　切除対象組織Ｔの位置および範囲を特定した後、第一術者は、切除対象組織Ｔの位置や
範囲を腹腔側から確認できる方法で第二術者に示す。位置や範囲を示すための具体的方法
には特に制限はなく、公知の方法を適宜選択して用いることができる。例えば、内視鏡ま
たは内視鏡に挿入した処置具等で切除対象組織Ｔの一部を押し、腹腔側に突出させる、切
除対象組織Ｔの一部に点墨を行う、切除対象組織Ｔの一部を腹腔側から視認可能に照明す
るなどが挙げられる。
【００１６】
　切除対象組織Ｔの位置を確認した第二術者は、腹壁に形成したアクセスポートに組織押
し込み具を挿入し、腹腔内に組織押し込み具を導入する。アクセスポートの形成方法には
特に制限はなく、例えば、トロッカーの腹壁への留置により行うことができる。
【００１７】
　図２は、参考例に係る組織切除方法に用いられる組織押し込み具１００を示す図である
。組織押し込み具１００は、棒状の本体１０１の先端に一対のアーム１０２、１０３が設
けられた構造を有する。一対のアーム１０２、１０３の先端部間には、線状部材（組織接
触部）１０４が張り渡されている。線状部材１０４は、生体内で炎症等を起こさずに分解
および吸収される生分解性の材料で形成され、折り曲げ可能な可撓性を有する生分解性部
材である。
【００１８】
　一対のアーム１０２、１０３の基端部は、本体１０１の先端部に回動可能に接続されて
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おり、アーム１０２、１０３と本体１０１とがなす角度を一定の保持力で保持可能である
。このため、一対のアーム１０２、１０３を本体１０１と平行にして組織押し込み具１０
０全体を直線状にすることができる。また、一対のアーム１０２、１０３を開いて線状部
材１０４を直線状に張ることができる。一対のアーム１０２、１０３は、第二術者の手元
で開閉操作可能に構成されてもよい。
【００１９】
　第二術者は、腹腔内でアーム１０２、１０３を腹壁に押し当てたり、手元でアーム１０
２、１０３を操作したりして組織押し込み具１００のアーム１０２、１０３を開く。図３
は、参考例に係る組織切除方法における第二ステップの一例を示す図である。図４は、第
二ステップにおいて、内反された切除対象組織を示す図である。
　図３に示すように、第二術者は、第一術者から示された切除対象組織Ｔに線状部材１０
４を接触させて、組織押し込み具１００で切除対象組織を押す。この動作により、切除対
象組織Ｔは、図４に示すように、大腸Ｃｌの内側に突出するように変形し、線状部材１０
４が接触している部位を折り曲げ線として、大腸Ｃｌの内腔側に折り畳まれる（第二ステ
ップ）。以下の説明では、このように折りたたまれた状態を、「内反された状態」あるい
は「内反状態」と称する。内反状態になった切除対象組織Ｔは、腹腔側において、線状部
材１０４のみを間に挟んでおり、アーム１０２、１０３は切除対象組織Ｔの間に挟まれて
いない。
【００２０】
　第一術者は、内反された切除対象組織Ｔを大腸Ｃｌの内腔側から全層にわたって切除す
る。切除対象組織Ｔを全層にわたって切除すると、腹腔と連通する孔が管腔臓器に形成さ
れるため、この孔を吻合または縫合（以下、「吻合等」と称することがある。）して閉じ
る。この組織の切除及び孔の吻合等を行う工程が第三ステップである。
　組織の切除と孔の吻合等とは、異なる医療機器を用いて別々に行われてもよいが、公知
のリニアステープラやサーキュラーステープラ（以下、「ステープラ等」と総称すること
がある。）、高周波吻合器等を用いると組織の切除と孔の吻合等とを同時に行うことが可
能である。図５は、参考例に係る組織切除方法における第三ステップの一例を示す図であ
る。図５の例では、リニアステープラ１０を用いて組織の切除と孔の吻合等を行っている
。
　以上で、参考例に係る組織切除方法が完了する。
【００２１】
　ステープラ等を第三ステップに用いる場合、線状部材１０４の一部がステープル等に係
止されて管腔臓器の外面上に残存することがある。しかし、線状部材１０４は生分解性の
材料で形成されているため、時間経過により炎症等を起こさずに消失する。
【００２２】
　以上説明したように、参考例の組織切除方法によれば、第二ステップにおいて、腹腔内
に導入された組織押し込み具により切除対象組織が管腔臓器の内腔側に内反されるため、
内腔側からのアプローチでも切除対象組織の切除が容易となる。
　すなわち、切除対象組織が内反されていない場合、切除対象組織を取り囲むような形状
の切離線で切除を行う必要があり、これを内腔側から行うことは煩雑かつ難しい。一方、
切除対象組織が内反されている場合は、内反された切除対象組織が展開されたときに切除
対象組織を取り囲むように切離線の形状を設定すればよいため、１～２本の直線状切離線
または１本の円弧状の切離線で切除を行うことができ、内腔側からステープラ等を用いて
容易に行うことができる。
【００２３】
　なお、参考例の組織切除方法において、切除対象組織と接触する生分解性部材は、上述
のような線状部材に限られない。
　図６は、参考例の変形例に係る組織押し込み具の一例を示す図である。図６に示すよう
に、変形例の組織押し込み具１１０は、第一アーム１１２と第二アーム１１３との間に、
シート状の生分解性部材（組織接触部）１１４が取り付けられている。第一アーム１１２
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および第二アーム１１３は本体１１１と平行かつ組織押し込み具１１０全体として直線状
に変形可能であり、生分解性部材１１４が折り曲げ可能であるため、アクセスポートから
容易に腹腔内に導入可能である。シート状の生分解性部材としては、例えばポリグリコー
ル酸を材料としたグンゼ株式会社製ネオベール（ＮＥＯＶＥＩＬ、商品名）などを用いる
ことができる。
　図７は、参考例の変形例に係る同組織押し込み具を用いた第二ステップの一例を示す図
である。図７のように、組織押し込み具１１０を用いて、大腸Ｃｌに対し第二ステップを
行う。
【００２４】
　さらに組織押し込み具は、上述のように、生分解性部材を取りつけるものには限られな
い。例えば、公知の把持鉗子２本で線状部材１０４の両端を把持し、直線状に張った線状
部材を切除対象組織に押し当ててもよい。また、１本の把持鉗子で生分解性部材１１４を
把持して生分解性部材１１４を切除対象組織に押し当ててもよい。これらの場合では、把
持鉗子が組織押し込み具の一部を構成する。
【００２５】
　また、第三ステップを行う医療機器は、ステープルを用いるものには限られない。例え
ば、エネルギの印加により組織の切除や孔の吻合が行われてもよい。
【００２６】
　（第一実施形態：組織押し込み具）
　次に、本発明の第一実施形態について、図８から図１３を参照して説明する。本実施形
態では、参考例で説明した組織切除方法に好適に用いられる組織押し込み具について説明
する。
　以降の説明において、既に説明したものと共通する構成については、同一の符号を付し
て重複する説明を省略する。
【００２７】
　図８は、ヒトの大腸を模式的に示す図である。本発明の組織切除方法は胃や腸等の管腔
臓器を対象としていることは既に説明したが、大腸Ｃｌを対象とする場合、図８に範囲Ｒ
１で示す脾弯曲およびその周辺、並びに範囲Ｒ２で示す肝弯曲およびその周辺においては
、第二ステップおよび第三ステップの実行が困難となる可能性がある。
【００２８】
　すなわち、腹腔鏡下の術式における一般的なアクセスポートの位置から組織押し込み具
を導入し、サーキュラーステープラ型の切除吻合装置と組み合わせて手技を行おうとする
場合、上述の箇所（範囲Ｒ１及びＲ２）では、切除吻合装置における切除吻合装置本体と
アンビル部との隙間の長手方向（処置部の径方向に略等しい）と、組織押し込み具と切除
対象組織との接触部位の長手方向とを合わせにくい場合がある。上記の二つの方向があっ
ていないと、組織押し込み具と切除吻合装置とを当接させて組織を押し込んだ状態を保持
しつつ切除吻合装置本体とアンビル部とを十分に接近させることができず、組織の切除及
び孔の吻合が困難になる。
【００２９】
　これに対し、切除対象組織の位置を腹腔内で移動させることが考えられるが、上述の箇
所（範囲Ｒ１及びＲ２）は、靭帯で固定されているため、移動が困難である。また、移動
させるために剥離や靭帯、血管等の切断等を行うと、患者の侵襲が大きくなる。
　また、組織切除方法にとって好適な位置にアクセスポートを形成することも考えられる
が、想定外の事態が起きた等により通常の腹腔鏡下手技に移行する場合、このようなアク
セスポートでは腹腔鏡下手技が困難になる可能性がある。さらに、一般的なアクセスポー
トに加えて組織押し込み具専用のアクセスポートを形成すると、患者の侵襲が大きくなる
。
【００３０】
　本実施形態の組織押し込み具は、脾弯曲（範囲Ｒ１）や肝弯曲（範囲Ｒ２）等の部位で
あっても、好適に本発明の組織切除方法を実行可能にするものであるが、脾弯曲や肝弯曲
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等の部位以外でも好適に用いることができる。以下、本実施形態の組織押し込み具の各実
施例について説明する。
【００３１】
　図９は、本実施形態に係る組織押し込み具３１０を示す図である。組織押し込み具３１
０は、一方向に延びる硬質のシャフト３１１と、シャフト３１１に接続された押し込み部
材（組織押し込み部）３１２と、シャフト３１１と押し込み部材３１２とを接続するコイ
ルバネ（弾性体、受動屈曲部）３１３とを備えている。押し込み部材３１２は、シャフト
３１１とコイルバネ３１３で接続されることにより、シャフト３１１に対して、シャフト
３１１の軸線まわりの全方向に屈曲可能である。
【００３２】
　押し込み部材３１２は、生分解性の材料で形成され、切除対象組織に押し当てても形状
を保持できる程度の剛性を有する棒状または帯状の部材である。押し込み部材３１２は、
わずかに曲げられて曲面を有する曲げ部３１２ａを先端部に有する。
　コイルバネ３１３は後述する受動屈曲を発生できる程度の弾性を有していればよく、材
料や形状等に特に制限はない。
【００３３】
　上記のように構成された組織押し込み具３１０の使用時の動作について、サーキュラー
ステープラ型の切除吻合装置と共に使用する例を用いて説明する。組織押し込み具３１０
は、力を加えない状態では略直線状であるため、容易にアクセスポートに挿入して腹腔内
に導入することができる。
【００３４】
　図１０および図１１は、第一実施形態に係る組織押し込み具の使用時の過程を示す図で
ある。組織押し込み具３１０を用いて第二ステップを行う際、第二術者は、図１０に示す
ように、曲げ部３１２ａにおける曲げ形状外側の曲面を、切除対象組織Ｔに接触させる。
第二術者が組織押し込み具３１０を前進させると、曲げ部３１２ａにより切除対象組織Ｔ
が押圧される。さらに、切除対象組織Ｔから受ける反力が曲げ部３１２ａに作用し、コイ
ルバネ３１３に弾性変形が生じる。その結果、図１１に示すように、押し込み部材３１２
がシャフト３１１と角度をなすように回動し、押し込み部材３１２が、より長い範囲で切
除対象組織Ｔと接触する。この状態でさらに切除対象組織Ｔを押し込むことで、切除対象
組織Ｔを線状に押圧して内反させることができる。
【００３５】
　図１２は、第一実施形態に係る組織押し込み具と切除吻合装置との位置関係の一例を示
す図であり、図１３は、図１２の組織押し込み具と切除吻合装置との位置関係が補正され
る動作を示す図である。第二ステップの終了時において、図１２に示すように、押し込み
部材３１２と切除対象組織Ｔとの接触部位が延びる方向Ｄｒ１と、切除吻合装置２１０に
おいて切除吻合装置本体２３１およびアンビル部２３６を含む処置部の幅方向Ｄｒ２とが
平行でない場合が生じうる。この場合、第二術者が押し込み状態を保持しつつ、第一術者
がアンビル部２３６を本体２３１に接近させると、アンビル部２３６と本体２３１との間
に位置する押し込み部材３１２は、アンビル部２３６と本体２３１との接近に伴って押圧
される。その結果、コイルバネ３１３が弾性変形し、押し込み部材３１２は、図１３に示
すように、コイルバネ３１３を支点として受動的に屈曲（回転、移動）する。この押し込
み部材３１２の受動屈曲（回転、移動）により、方向Ｄｒ１と方向Ｄｒ２とは最終的に平
行となり、アンビル部２３６と本体２３１との間に好適に切除対象組織Ｔが挟まれる。こ
の状態で、第三ステップにおける組織の切除および孔の吻合が行われる。
【００３６】
　以上説明したように、本実施形態の組織押し込み具３１０によれば、シャフト３１１と
押し込み部材３１２との間にコイルバネ３１３からなる受動屈曲部が設けられている。こ
れにより、切除吻合装置のアンビル部と切除吻合装置本体との間で切除対象組織を内反さ
せることができれば、たとえ方向Ｄｒ１と方向Ｄｒ２とが平行でなかったとしても、アン
ビル部と切除吻合装置本体とを接近させることにより、半自動的に方向Ｄｒ１と方向Ｄｒ
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２とが平行な状態を実現することができる。すなわち、押し込み部材３１２は、コイルバ
ネ３１３の変形により、シャフト３１１に対して、シャフト３１１の軸線まわりの全方向
に屈曲（回転、移動）可能であるため、方向Ｄｒ１と方向Ｄｒ２とがいかなる関係にあっ
ても、方向Ｄｒ１と方向Ｄｒ２とが平行となるように補正される。したがって、切除対象
組織が脾弯曲（範囲Ｒ１）や肝弯曲（範囲Ｒ２）等の部位にあったとしても、一般的な位
置に形成されたアクセスポートを用いて第二ステップおよび第三ステップを容易に行うこ
とができ、第二術者による押し込み部材３１２の角度調整操作や、第一術者と第二術者と
の協調動作等は必要ない。
【００３７】
　（第二実施形態）
　次に、本発明の第二実施形態について、図１４及び図１５を参照して説明する。図１４
は、第二実施形態に係る組織押し込み具３２０を示す図である。組織押し込み具３２０は
、参考例で説明した組織押し込み具１００同様、アーム１０２、１０３、および線状部材
１０４を備えている。アーム１０２、１０３および線状部材１０４からなる組織押し込み
部３２３とシャフト３２１とは、コイルバネ３１３を介して接続されている。
【００３８】
　シャフト３２１は、中空であり、アーム１０２、１０３を開閉するためのワイヤ３２２
が挿通されている。ワイヤ３２２の先端部とアーム１０２、１０３の基端部とは、公知の
リンク機構等により接続されており、ワイヤ３２２をシャフトに対して進退することによ
り、アーム１０２、１０３を開閉することができる。
【００３９】
　組織押し込み具３２０の使用時の動作は、基本的には参考例の組織押し込み具１００と
同様であり、コイルバネ３１３の動作は、第一実施形態の組織押し込み具３１０と同様で
ある。このような構成の本実施形態に係る組織押し込み具３２０は、第一実施形態の組織
押し込み具３１０と同様の効果を奏する。
【００４０】
　図１５は、本実施形態の変形例に係る組織押し込み具を一部破断して示す図である。本
実施形態の変形例に係る組織押し込み具３３０はワイヤ３２２を備えていない。アーム１
０２、１０３間には、展開バネ３３１が取り付けられており、一対のアーム１０２、１０
３を開くように付勢している。線状部材３３２の一端は、アーム１０２の先端に固定され
ている。線状部材３３２は、アーム１０３の先端に取り付けられたプーリ３３３に掛けら
れた後、コイルバネ３１３およびシャフト３２１内を通ってシャフト３２１の基端から突
出している。
【００４１】
　シャフト３２１の基端側は、調節筒３３４に挿入されている。調節筒３３４は基端側に
底面３３５を有する。線状部材３３２は、底面３３５に形成された孔３３５ａから引き出
されている。孔３３５ａから引き出された線状部材３３２の端部には、止め具３３６が固
定されており、線状部材３３２が孔３３５ａから調節筒３３４の中に抜けることを防止し
ている。調節筒３３４の外周面には、内腔に通じる貫通孔３３４ａが設けられ、貫通孔３
３４ａにネジ３３７が取り付けられている。ネジ３３７が緩い状態では、調節筒３３４は
、シャフト３２１に対して進退自在である。ネジ３３７を締め込むと、調節筒３３４とシ
ャフト３２１との位置関係を固定することができる。
【００４２】
　組織押し込み具３３０の使用時の動作について説明する。線状部材３３２を調節筒３３
４の基端側に引くと、アーム１０２、１０３が閉じる。この操作により組織押し込み具３
３０は全体として直線状になり、アクセスポートへの挿入および抜去が可能になる。
　線状部材３３２の牽引を緩めると、図１５に示すように、アーム１０２、１０３は展開
バネ３３１により開く。アーム１０２、１０３の開き幅は、線状部材３３２のシャフト３
２１に対する位置を変えることにより調節することができ、ネジ３３７を締め込むことに
より調節された状態を保持することができる。
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【００４３】
　このような構成の組織押し込み具３３０は、第一実施形態の組織押し込み具３１０と同
様の効果を奏する。
　組織押し込み具３３０においては、アーム１０２、１０３間の線状部材３２２の長さを
切除対象組織に応じて変更することが可能である。アーム間の線状部材３２２には、その
長さにかかわらず、展開バネ３３１により常にテンションが付与される。また、線状部材
３３２の端部がシャフト３２１の基端側に引き出されているため、線状部材３２２の長さ
を調節しても、線状部材３２２が組織押し込み具３３０の先端側で弛まない。その結果、
線状部材が体内で他の器具等に絡む等の事態を抑制することができる。
　さらに、調節筒３３４およびネジ３３７を備えているため、アーム１０２、１０３の閉
状態や開き幅等を容易に保持することができ、操作性が良い。
【００４４】
　（第三実施形態）
　次に、本発明の第三実施形態について、図１６から図２０を参照して説明する。図１６
は、第三実施形態に係る組織押し込み具３４０を一部断面で示す図である。組織押し込み
具３４０では、コイルバネに代えてボールジョイント３４３により受動屈曲部が構成され
ている。
【００４５】
　押し込み部材３１２の基端部は、ブロック３４１に回動可能に支持されている。シャフ
ト３４２の先端部３４２ａは球状に形成されており、ブロック３４１に形成された凹部３
４１ａに嵌め込まれている。すなわち、先端部３４２ａとブロック３４１により、ボール
ジョイント３４３が構成されている。シャフト３４２と押し込み部材３１２とは、ボール
ジョイント３４３を介して接続されている。
【００４６】
　組織押し込み具３４０の使用時の動作について説明する。押し込み部材３１２で切除対
象組織を押圧すると、押し込み部材３１２は、切除対象組織から受ける反力によりブロッ
ク３４１に対して受動的に回動し、シャフト３４２となす角度（シャフト３４２に対する
向き）を変化させる。押し込み部材３１２がブロック３４１に対して約９０度回動すると
、押し込み部材３１２がブロック３４１に接触してそれ以上回動しなくなる。すなわち、
ブロック３４１は、押し込み部材３１２のシャフト３４２に対する向きの可変範囲を規定
するストッパーとして機能する。ボールジョイント３４３からなる受動屈曲部の動作は、
第一実施形態と概ね同様である。
【００４７】
　このような構成の本実施形態の組織押し込み具３４０は、第一実施形態の組織押し込み
具３１０と同様の効果を奏する。
　また、押し込み部材３１２が、ボールジョイント３４３よりも先端側においてブロック
３４１に回動可能に取り付けられているため、第二ステップを実行する際に、押し込み部
材３１２のシャフト３４２に対する向きの微調整を行うことができる。さらに、ブロック
３４１がストッパーとして機能するため、押し込み部材３１２が回動しすぎて操作しにく
くなる事態が起きにくい。組織押し込み具３４０において、ブロック３４１がストッパー
として機能し始める押し込み部材３１２の角度は、ブロック３４１の形状を適宜設定する
ことにより調節することができる。
【００４８】
　図１７は、本実施形態の変形例に係る組織押し込み具を一部断面で示す図である。
　変形例に係る組織押し込み具３５０において、押し込み部材３１２の基端部には、ラチ
ェット３５１が設けられている。押し込み部材３１２は、ラチェット３５１が軸支される
ことにより回動可能に第一部材３５２に取り付けられている。
　シャフト３４２の先端部３４２ａは球状に形成されており、第二部材３５３に嵌め込ま
れている。先端部３４２ａと第二部材３５３により、ボールジョイント３４３が構成され
ている。第二部材３５３には、ラチェット３５１の歯に押し当てられるように付勢された
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ラチェットピン３５４が取り付けられている。第一部材３５２と第二部材３５３とは、ラ
チェットピン３５４を介して、図示しないリンクにより一体に接続されている。
【００４９】
　組織押し込み具３５０において、押し込み部材３１２で切除対象組織を押圧すると、押
し込み部材３１２は、ラチェットピン３５４に対してラチェット３５１が回転することに
伴い、シャフト３４２に対する向きを変化させる。すなわち、シャフト３４２と押し込み
部材３１２とがなす角度は、ラチェット３５１の歯一つ分ずつ変化し、その角度は押し込
み部材３１２が切除対象組織から離間しても保持される。
　ボールジョイント３４３からなる受動屈曲部の動作は、第一実施形態と概ね同様である
。
　このような構成の組織押し込み具３５０は、第一実施形態の組織押し込み具３１０と同
様の効果を奏する。
【００５０】
　図１８は、本実施形態の他の変形例に係る組織押し込み具を示す断面図である。
　本変形例の組織押し込み具３６０においては、押し込み部材３１２の先端部に牽引部材
３６１が接続されている。シャフト３６２は、概ねシャフト３４２と同一の形状であるが
、軸線に沿って貫通孔３６３が形成されている。牽引部材３６１は、ブロック３４１内を
通り、貫通孔３６３の先端側開口からシャフト３６２内に通されている。その他の点は、
組織押し込み具３４０と同様である。なお、牽引部材は必ずしも押し込み部材の先端部に
接続されている必要はなく、押し込み部材の回動を発生させる位置であれば良い。例えば
、図１８の牽引部材３６１ａ（点線）のように押し込み部材の一部に接続されていれば良
い。
【００５１】
　このような構成の組織押し込み具３６０は、第一実施形態の組織押し込み具３１０と同
様の効果を奏する。
　また、牽引部材３６１を牽引することにより、押し込み部材３１２を回動させて能動的
にシャフト３６２に対する向きの調節を行うことができるため、第二ステップを好適に行
うことができる。また、牽引部材３６１がシャフト３６２の中心軸に沿って配置されてい
るおり、シャフト先端部の３４２ａにおいて牽引部材３６１が挿通する穴３４２ｂの径に
対して、ブロック３４１において牽引部材３６１が挿通する穴３４１ｂの径は十分大きい
ため、牽引部材３６１が牽引されてもボールジョイントの動作にとって大きな妨げになり
にくい。
【００５２】
　本実施形態の他の変形例に係る組織押し込み具として、開閉するアームを備えた構成と
してもよい。図１９は、本変形例に係る組織押し込み具を一部断面で示す図である。図２
０は、図１９の組織押し込み具の使用時の一過程を示す図である。図１９に示すように、
本変形例の組織押し込み具３７０は、ブロック３４１に固定されて、シャフト３４２と略
平行に延びる第一アーム３７１と、ブロック３４１に回動可能に取り付けられた第二アー
ム３７２とを備えている。第一アーム３７１と第二アーム３７２との間には、線状部材３
７３が張り渡されている。
【００５３】
　第二アーム３７２の基端側には牽引部材３７４が接続され、シャフト３４２内に通され
ている。組織押し込み具３７０において、第二アーム３７２に接続された牽引部材３７４
をシャフト３４２の基端側から牽引すると、第二アーム３７２が回動し、図２０に示すよ
うに、一対のアーム３７１、３７２が略Ｕ字状に開いた形状になり、線状部材３７３にテ
ンションが付与される。
【００５４】
　本変形例の組織押し込み具３７０においては、第一アーム３７１及び第二アーム３７２
に代えて、上述した第二実施形態のアーム１０２、１０３を備えた構成としてもよい。逆
に、第二実施形態の組織押し込み具３２０において、本変形例の第一アーム３７１及び第
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二アーム３７２を備えた構成としてもよい。
【００５５】
　本発明の組織押し込み具において、受動屈曲部とは別の部位で押し込み部材とシャフト
との角度を変更可能に構成する場合、受動屈曲部が当該別の部位よりも先に動いてしまう
と操作が困難になる可能性がある。したがって、受動屈曲部の動作に必要な力量を別の部
位における角度変更に必要な力量より大きく設定するのが好ましい。あるいは、押し込み
部材の角度調節が終わるまでは、受動屈曲部を外シース等に収容して屈曲しないように保
持しておき、その後外シース等を除去して受動屈曲を生じさせるよう構成してもよい。
【００５６】
　以上、本発明の各実施形態について説明したが、本発明の技術範囲は上記実施形態に限
定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲において構成要素の組み合わせを
変えたり、各構成要素に種々の変更を加えたり、削除したりすることが可能である。
【００５７】
　例えば、生分解性材料で形成された線状部材として、ゴムのような伸縮可能な程度の弾
性を有するものを用いると、テンションがかかるように組み付けることが容易となり、製
造しやすくなる。また、線状部材が張り渡されたアームを開閉するような構造の場合に、
線状部材の弛み量を小さくすることができるため、好ましい。
【００５８】
　また、本発明の組織押し込み具においては、組織押し込み部が生分解性材料を用いずに
形成されていなくてもよい。この場合は、第三ステップを行う前に、組織押し込み部を切
除吻合装置から退避させる必要がある。図２１は、本発明の変形例に係る組織押し込み具
に対応した切除吻合装置の部分拡大図である。図２１の例では、切除吻合装置本体２３１
とアンビル部２３６とに、組織押し込み部の寸法に応じた逃げ部２９０を設けている。こ
の切除吻合装置を用いる場合は、組織押し込み部を本体及びアンビル部と干渉させずに、
本体とアンビル部とで内反された切除対象組織を挟んで十分に保持したところで、組織押
し込み部を逃げ部から抜き取り退避させた後第三ステップを行えばよい。
【産業上の利用可能性】
【００５９】
　本発明は、体腔内で組織を押し込む際に使用する組織押し込み具に広く適用でき、病変
の位置に関係なく好適に組織を押し込むことを可能とする。
【符号の説明】
【００６０】
　１０　リニアステープラ
　１００、１１０、３１０、３２０、３３０、３４０、３５０、３６０、３７０　組織押
し込み具
　１０１　組織押し込み具本体
　１０２、１０３、１１２、１１３　アーム
　１０４、３３２、３７３　線状部材（組織接触部）
　１１４　生分解性部材（組織接触部）
　２１０　切除吻合装置
　２３１　切除吻合装置本体
　２３６　アンビル部
　２９０　逃げ部
　３１１、３２１、３４２、３６２　シャフト
　３１２　押し込み部材（組織押し込み部）
　３１２ａ　曲げ部
　３１３　コイルバネ（受動屈曲部）
　３２２　ワイヤ
　３２３　組織押し込み部
　３３１　展開バネ
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　３３３　プーリ
　３３４　調節筒
　３３４ａ　貫通孔
　３３５　調節筒の底面
　３３５ａ　調節筒の底面の孔
　３３６　止め具
　３３７　ネジ
　３４１　ブロック
　３４１ａ　凹部
　３４１ｂ　ブロックの穴
　３４２ａ　シャフトの先端部
　３４２ｂ　シャフトの穴
　３４３　ボールジョイント（受動屈曲部）
　３５１　ラチェット
　３５２　第一部材
　３５３　第二部材
　３５４　ラチェットピン
　３６１、３６１ａ、３７４　牽引部材
　３６３　シャフトの貫通孔
　３７１　第一アーム
　３７２　第二アーム
　Ｃｌ　大腸
　Ｄｒ１、Ｄｒ２　方向
　Ｅｓ　内視鏡
　Ｒ１　範囲（脾弯曲）
　Ｒ２　範囲（肝弯曲）
　Ｔ　切除対象組織
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